
①暦年贈与・・・生前贈与加算を3年から7年に延⾧。

◎課税対象:相続時財産+亡くなる前7年以内の贈与(4年～7年の贈与は100万円控除有）

②相続時精算課税・・・年間110万円までは非課税で申告不要。

◎課税対象:相続時財産+亡くなる前の贈与（年間110万円まで加算不要。）

・・・

亡くなる前7年以内であっても年間110万円までの場合は加算不要。

※上記①・②については、令和6年1月1日以後の贈与により取得する財産に係る相続税又は贈与税に適用。

■贈与税
1、暦年贈与と相続時精算課税の課税ルールの変更

2、教育資金・結婚子育て資金の一括贈与の非課税措置

本資料は令和4年12月16日（金）に与党より公表された令和5年度税制改正大綱に基づき、情報提供を目的として概要を抜粋して記載しておりま
す。よって、今後国会に提出される法案等を確認する必要があり、本内容とは異なる内容が制定される可能性がありますのでご留意下さい。

令和5年度税制改正大綱速報（抜粋）

・・・ 8年前 7年前 6年前 5年前 4年前 3年前 2年前 1年前 相続時財産

改正前

改正後 3年⇒7年に延⾧

8年前 7年前 6年前 5年前 4年前 3年前 2年前 1年前 相続時財産

①教育資金の一括贈与

無断転載禁止

現行 改正案

適用期間 令和5年3月31日まで 令和8年3月31日まで
（3年間延⾧）

相続税の
課税対象

贈与者死亡時点の教育資金の残額
※受贈者が23歳未満等の一定の場合は課税対象から
除外

贈与者死亡時点の教育資金の残額
※受贈者が23歳未満等の一定の場合は課税対象から除外
⇒贈与者の相続税の課税価格が5億円超の場合は除外規定が適用
されず相続税の対象となる。
※令和5年4月1日以後の取得に係る相続税に適用

教育期間
終了時

教育資金の残額がある場合は、受贈者が18歳未満は
一般税率、18歳以上は特例税率を適用して贈与税を
計算

教育資金の残額がある場合は、受贈者の年齢に関わらず一般税率
を適用して計算
※令和5年4月1日以後の贈与税に適用

②結婚子育て資金の一括贈与
現行 改正後

適用期間 令和5年3月31日まで 令和7年3月31日まで
（2年間延⾧）


